































1）　『日本経済新聞』2011年 8 月 8 日。



































3）　 『日本経済新聞』2011年 8 月10 日。この一年近くで五回にわたって金利上げをしたにもかかわらず，










2007年には 6.0％の経済成長率は，2008年には 0.7％に低下し，そして 2009年にはマイナス 1.9％
にまで急減速した。その後，二年連続の低い成長の反動で，2010年には 10.8％に回復したが，台





GDP の実績について，台湾行政院主計処の発表によると，2007年には 17,154 ドル，2008年には
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ター便の週末定期化を実現させた。これは，いままでの春節など大型祝日の時に特別運航する








の空港を 5空港から 16 の空港に拡大するとともに，便数を36往復から60往復に増便することを
決めた。一方，海運については，台湾側の 11 港，中国側の63港がそれぞれ開放された。














3,000人（年に110万人），2年目は5,000人（年に180万人），そして 3年目には 1日 1万人（年に
365万人）を目標にし，2008 年 7 月 18 日から受け入れを始めた。台湾では，すでに 2002 年１月
から，国外居住者または外国旅行などに限って，1日 1,000 人を上限に台湾訪問を許可して来た
が，2008 年 3 月まで 6年余りの合計では，総計 28 万人にとどまっている。
　これについて，馬政権の目玉政策として事前に政府の宣伝もあって，台湾経済とりわけ内需型
産業を大きく盛り上げるとの期待が大きい。また，関連施策として，中国人観光客の開放に先立
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　そこで，2011年に入って台湾当局は，これまで団体旅行に限定されていた中国人観光客の台 
湾への個人旅行も，条件付きで 2011年 6 月 28日より解禁した。これによって，2011年には 200
万人の中国人観光客が台湾に訪れることを目指している。とりあえず北京市，上海市，福建省ア











でも 600 億台湾ドル，そして 4年目には 2,000 億台湾ドルに上る経済効果があると発表された。
また，中国人観光客の訪台による就業機会の増加で，台湾の失業率を 1％以上押し下げることが
できるとの期待もあった。
















2011年 6 月10 日）。（http://rchina.jp/article/51925.html）。






なった。さらに，第 4回「江陳会談」は 2010年 12月21日，台湾台中市で開催され，次回の第 5
回会談で「両岸経済協力枠組合意（略称 ECFA）」を調印することを目指し，事前の実務的交渉
を行うことに合意した。それに基づいて，その後の約半年の間に，計 4回（台湾と中国に各 2回





　すでに述べたように，トップ会談と事務交渉が急速に進んだ結果，台中双方は2010年 6 月 29
日，中国重慶市で正式に「台湾海峡両岸経済協力枠組協定」（序言，本文は 5章・16 の条文と 5
つの附則からなる）を締結した。これについて，2003年に交わされた中国と香港間の「経済貿易






12）　 澁谷司「台湾の安全保障と「中台統一」問題」『海外事情』2010 年 10 月号，拓殖大学海外事情研究所，
48 ～ 49ページ参照。
表 1　台湾を訪れる外国人観光客の推移
国・地域 2008年 2009年 2010年 2011年（1−6 月）
日　　本 109.06 100.76 110.21 58.83
（－6.8％） （－7.9％） （7.9％） （13.04％）
中　　国 33 97 163 82.92
（7.3％） （195.3％） （67.8％） （－1.29％）
香港・マカオ 62 72 79 38.32
（25.9％） （16.2％） （10.5％） （1.30％）
米　　国 39 37 40 24.31
（－2.7％） （－4.6％） （7.2％） （0.88％）
欧　　州 20 20 20 10.41
（7.7％） （－1.9％） （3.2％） （2.54％）
合　　計 385 440 556.7 285.56
（3.5％） （14.3％） （26.7％） （4.51％）
（注）単位は万人 ，かっこ内は対前年比増減率。
（出所）2011年 1−6 月および日本のデータは，台湾観光協会『台湾観光月刊』2011年 8 月号，55 
ページ，その他は台湾内政部入出国及移民処理の統計より作成。
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2006年 2,240.17 891.9 39.81％ 2,026.98 266.64 13.15％ 27.15％
2007年 2,466.77 1,003.97 40.70％ 2,192.52 298.40 13.61％ 27.95％
2008年 2,556.29 995.73 38.95％ 2,404.48 328.84 13.68％ 26.70％
2009年 2,036.75 836.94 41.09％ 1,743.71 255.46 14.65％ 28.90％
2010年 2,746.01 1,147.42 41.78％ 2,512.35 375.74 15.02％ 28.97％








































































17）　 澁谷司「５直轄市選挙結果と次期総統選挙」『海外事情』拓殖大学海外事情研究所，2011 年 3 月号，
107 ～ 108 ページ参照。
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